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研究要旨 

全国の規範となる新たなシステム開発に向け、先進的な取り組みを行っている地域の救急医療情報システムにつ

いて調査を行った。調査した自治体は佐賀県（健康福祉部医務課）、愛知県（愛知救急医療情報センター）、岐阜

県（岐阜中央救急医療情報センター）、奈良県（地域医療連携課）、広島県・市（健康福祉局、広島市消防局），

北海道(北海道保健福祉部医療政策局医療薬務課・北海道健康づくり財団救急医療情報案内センター)であり、そ

れぞれのシステムの特徴、データ入力、データ参照、導入の効果について調査し、検討した。 
今回調査した地域における救急医療情報システムでは、最終的には医療機関による受け入れ可否の状況をでき

るだけ明確にシステムに反映させる事により、それぞれの地域におけるシステム利用時の効果を確認していた。

特にシステムに表示されるデータに関しては、従来の医療機関の応需情報に加え、救急隊の搬送履歴等を参照す

る事によって医療機関の繁忙状況を其々の医療機関で共有でき、救急隊による搬送病院の選択における有用性の

みでなく、医療機関側からも情報共有のメリット（近隣の医療機関の繁忙状況等）が示唆されていたが、今後の

課題として、1.救急隊によるデータ入力に関わる作業負担の増加、2.医療機関側が提供するデータの精度と鮮度

の維持、3.県域を越えた救急医療データや情報の共有の方策 4.システムの運用を管理する部門の整備などがあげ

られた。 
救急医療情報システムの利用状況は地域によって大きく異なり、特に医療過疎地においては、ア）医療機関を

選択する余地がない、イ）医療機関の応需情報に信憑性がない等の理由で、あまり使われていないことは先年度

の調査からも明らかにされていた。 
また災害時に使用することを目的に全国一律の仕様で整備されている広域災害・救急医療情報システム（EMIS）

は、その使用が災害発生時に限定されているため、定期的な訓練をしている地域を除き使用方法等の周知が不充

分不充分不十分となり災害発生時に適切に運用できるのか危惧される。さらに管理運営に係る諸経費の予算化の

困難性も存在する。そこでこれらに対する方策として、予算確保が困難な地域においても導入を進める易くする

ために極力安価なイニシャルコストを実現する必要がある。そのためには、1.システムの仕様を簡便なものに絞

り込むこと 2.汎用性を持たせることにより、日常の救急医療情報システムと表裏一体で運用することで双方のシ

ステムの使用が容易になることが期待できる。 
 今回の研究では、先進的な取り組み行っている地域の救急医療情報システムを基にタッチパネルのタブレッ

ト端末を用いた、プロトタイプの情報システムを提案することで、災害時にその使用が限定されている広域災

害・救急医療情報システム（EMIS）も都道府県ごとに運用されている救急医療情報システムも、基幹システム

として、その担うべき役割である、1.国民への適切な救急医療情報の提供[作成者1]2.消防機関による搬送先の選定

3.医療機関による転院先の検索 4.周辺医療機関の繁忙状況の把握し、限られた医療資源をより有効に分散活用

することが可能になるシステムであるとして提案した。 
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A. 研究目的 

先進的な取り組みを行っている地域の運用

実績を中心に検討を重ね、広域災害・救急

医療情報システムが名実共に基幹システム

としてのプレゼンスの確立と、稼働率向上

の実現を検討する。 

 

B．研究方法 

1．意見交換会を開催 

調査対象となった自治体のシステム整備責

任者からの情報収集を目的とした意見交換

会を平成２４年８月に開催した。さらにホ

ームページ情報、文献情報を参考にした。 

 

対象地域は下記５地域。 

① 佐賀県（健康福祉部医務課） 

② 愛知県（愛知救急医療情報センター） 

③ 岐阜県（岐阜中央救急医療情報センタ

ー） 

④ 奈良県（医療政策部地域医療連携課） 

⑤ 広島県・市（健康福祉局、広島市消防

局） 

それぞれのシステムの特徴、データ入力、

データ参照、導入の効果について調査し、

検討した。[作成者2] 

 

2. 北海道保健福祉部医療政策局医療薬務

課・北海道健康づくり財団救急医療情報案

内センターへ出向き調査 

 

システム構成と機能が、愛知県とほぼ同様

であり、運営方法も愛知県と共通点が多く、

救急車を要請せずに医療機関の受診を希望

する方を対象に、専任の事務職員 13 名で県

民からの問合せや医療機関のデータベース

管理等の業務をおこなっている北海道へ出

向き調査を実施した。 

 

C．研究結果 

■佐賀県：99さがネットの検証 

【特徴】救急隊により実施された医療機関

への搬送実績の入力データを iPad にてリ

スト形式で共有するというシステム。 

救急搬送の発生場所、受け入れ医療機関が

リストおよび図にて確認できる。 

※図１：９９さがネット 搬送先医療機関

の検索参照 

【データ入力】救急隊が医療機関へ搬送し

帰署後に[作成者3]傷病情報（年齢、性別、入

電時間、現着時刻、病院到着時刻など）を

入力。医療機関としては、傷病名、転帰情

報などを PCの Web画面から搬送患者毎に入

力。情報更新のタイミングを朝と晩の２回

に限定。 

※図２：９９さがネット 救急隊による搬

送実績の入力参照 

搬送実績情報の他、搬送実績が統計情報、

地図情報として利用可能。各病院の受入れ

状況を全ての病院と救急隊が情報共有。 

※図３：９９さがネット 搬送実績モニタ

ー参照 

【導入効果】救急隊員による搬送実績の入

力率は 100％。救急隊としては、受け入れ

医療機関検索、受け入れ状況、他の救急車

の動向が確認できる。医療機関側として、

他医療機関の受け入れ状況が確認できる。

平均搬送時間の短縮（34.3 分→33.3 分）、

救命センター搬送の分散化が認められた。

ipadを導入することにより、操作性を確保。

また、ipad とクラウドを利用することで、

従来のシステム（過去に佐賀県で導入して

いたシステム）では 6,700 万円かかってい
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た運用費用を 2,100 万円に切り詰めること

に成功したとのことである。 

【課題】病院の業務量軽減（iPad の入力と

予後調査に対応しているため、現時点では、

業務量増）、転帰情報の消防への公開

[作成者4]（現時点では、行政・医師会・医療

機関のみ）、地域メディカルコントロール協

議会に対するフィードバックが上げられて

いる。 

 

■愛知県、 岐阜県： ETIS（ Emergency 

TransportationInformationSharingSystem

：ETIS、救急搬送情報共有システム）の検

証 

【特徴】医療機関の受け入れ可否情報の鮮

度と精度を向上させることを目的としたシ

ステム。従来の医療機関の応需（受け入れ

可否）情報に加え、救急隊が搬送履歴を入

力することにより、搬送先医療機関の繁忙

状況を把握し、搬送選定の受け入れ可否状

況を推測する。 

※図４：ＥＴＩＳの特徴参照 

【データ入力】端末の GPS 機能により現場

から近い順、または、受け入れ可能確立の

高い病床数の多い順に選択されて、病院名、

搬送（対応、問い合わせ）履歴、受け入れ

可否状況が表示。一斉受け入れ要請機能、

搬送基準による検索機能、輪番病院検索機

能も新たに導入。 

※図５：ＥＴＩＳデータ照会参照 

【導入効果】2010 年 4月に実証研究導入さ

れて以来、消防による救急医療情報ネット

ワークの利用件数は 15万件を超える（愛知

県）。各消防の管轄地域内外における医療資

源の過不足・偏在に関するデータの抽出が

可能となった。 

【課題】最近 ETIS 利用件数が減少傾向にあ

る。理由としては、端末が携帯電話を使用

しており、ツールとして陳腐化し見にくい、

搬送先が、システムに依存しなくても決ま

る事例がある、などが上げられていた。 

 

■奈良県：e-MATCHシステムの検証 

【特徴】emergency Medical Alliance for 

Total Coordination in Healthcareの略で

ある。救急搬送ルールの策定へ向けたシス

テム整備の一環として開発。 

搬送時において傷病者の症状にあった医療

機関の受け入れ体制の把握、搬送先の選定

に活用することを目的。県が行う救急医療

管制支援システムにより、医療機関が予め

登録した受け入れ可否情報を踏まえて、携

帯情報端末を用いて搬送先選定を行う。ま

た、傷病者情報を共有し、データの蓄積・

分析を行う。 

※図６：e-MATCH の特徴参照 

【データ入力】医療機関の受け入れ情報は

県が毎日日勤帯に HP 上のデータベースへ

医療機関に対してアップデート入力依頼。

病名、処置、転帰情報も医療機関が入力。

受け入れ可否情報は救急隊が入力。 

※図７：e-MATCH データ入力について参照 

主訴やバイタルにより、現場から近い順に

医療機関リストが提示。受け入れ可否情報、

紹介理由は全救急隊により閲覧。医療機関

には導入されていない[作成者5]。 

【導入効果】対応時応需割合（搬送患者の

照会時に、該当患者の疾患の対応が可能で

あった医療機関）が 12％増加。医療機関へ

の照会開始～搬送先決定までに要した時間

が 3分以上要した搬送の割合が 4.7％減少。

現場での照会回数が 4 回以上の割合が 1％
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減少。 

 

【課題】救急隊による入力項目が多く、加

えて e-MATCH の入力とは別に、救急活動記

録票を作成することによる業務量が増えて

いる[作成者6]。事後入力になっており、医療

機関からの応需情報も迅速な提供がなく、

提供データの新鮮さが課題である[作成者7]。 

また、救急隊からは病院選定を優先できる

システムを望む声があるとのことであった。

また、県域を越えた救急医療データや情報

の共有を実現し、県をまたいだ救急搬送の

適正化の実証も求められている。通信状態

が悪い場合、効果的な伝達ができないため、

通信環境の安定性とエリアの拡張が望まれ

る。救急隊の観察記録の手間を省力化する

ため、救急車内の車載モニター機器と連携

し、病院前〜急性期医療機関におけるデー

タの一元化が課題である。 

 

■広島県・市：救急搬送支援情報システム・

救急搬送支援システム「こまっ TEL」の検

証 

【特徴】受け入れ困難事例の解消を目的と

して導入されたシステムとして地域医療再

生計画の一環として導入された。 

※図８：「こまっＴＥＬ」特徴参照 

広島県でこれまで運用されてきた「こまっ

TEL」というシステムとスマートフォンを活

用した病院検索システムを融合させたもの。

「こまっ TEL」では、救急隊員の傷病者に

関するボイスメッセージを事前登録した救

急医療機関の情報端末（フレッツフォン）

に一斉に配信する。医療機関側では救急隊

の音声メッセージに対して受入の可否を情

報端末に入力するだけでよく、受入可との

返信のあった医療機関と救急隊が収容交渉

を開始するという仕組みである。 

【データ入力】救急搬送支援情報システム

では救急隊が受け入れ交渉成立或いは不成

立の結果を病院交渉が終了しだい、その結

果を速やかに入力する。また、医療機関側

からもその内容を閲覧、更新することがで

きる。 

病院検索システムではスマートフォンのメ

ニュー画面から救急医療機関の受け入れ状

況が確認できる。スマートフォンのメニュ

ー画面にて、地域、診療科、輪番の有無か

ら医療機関検索ができる。また、受け入れ

実施基準として傷病者の症候からも医療機

関検索ができる。検索表示された医療機関

は輪番中の医療機関がまず表示され、受け

入れ可能は青、受け入れ不可を赤で背景色

を分けている。「こまっ TEL」では、受け入

れ可能な場合には、○、△そして×を入力

し、救急隊員が確認。 

【導入効果】「こまっ TEL」の使用状況は、

導入した平成 19 年は 97 件であったが、そ

の後急激に利用件数は増加し、平成 23年に

は 500件を超えた。 

【課題】「こまっ TEL」により受け入れ交渉

が成立した割合は導入されて以後およそ

20％とほぼ横ばい状態であり、受け入れ交

渉成功率の改善を図る必要がある。 

※図９：「こまっＴＥＬ」利用件数の推移参

照 

 

■北海道救急医療情報システムの検証 

※図１０：北海道救急医療・広域災害情報

システム 概要参照 

【システム構成と機能】愛知県とほぼ同様

であり、診療応需情報の更新頻度は 1 日 2
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回程度である。 

【運営方法】愛知県と共通点が多く、救急

車を要請せずに医療機関の受診を希望する

方を対象に、専任の事務職員 13 名で県民か

らの問合せや医療機関のデータベース管理

等の業務をおこなっている。 

 

D．考察 

今回調査した地域における救急医療情報シ

ステムでは、最終的には医療機関による受

け入れ可否状況のの効率的な把握について

それぞれに効果が確認されてていた。特に

データ参照によって医療機関の繁忙状況が

共有でき、救急隊による病院選択における

有用性のみでなく、医療機関側からも情報

共有のメリットが示唆されていた。 

従来の救急医療情報システムでは、医療機

関の応需情報は精度に欠くため、日常の救

急搬送において利用されていてないことが

指摘されてきた。医療機関の応需能力は多

くの要因に影響を受ける。医療機関として

は、仮に空床があったとしても、傷病者の

年齢、性別、疾患、重症度や診療内容（処

置、手術、検査）などによって応需能力が

影響を受ける。また、応需能力に関する情

報の精度はこれらのデータの入力を行う人

材（医師、看護師、事務職員）にも依存す

る。更にその応需能力は変化しやすく、必

要な情報が更新されない状況が発生する。

こうした背景からデータの信頼性が失われ、

結果として救急搬送支援システムとしての

利用頻度が減っていったものと推測する。 

今回調査した救急医療情報システムにおけ

る共通点として、救急隊が交渉成立後或い

は医療機関搬送後に入力した受け入れ状況、

搬送歴情報などから医療機関の応需能力を

間接的に把握していることである。医療機

関の繁忙状況から類推するという手法は、

医療機関側からの情報提供では応需能力を

必ずしも反映しないという事実を物語って

いると言えよう。 

ただし、救急隊により入力された応需状況

のみでは実際の応需能力を反映していない

場合もある。例えば、当直医が独歩外来診

療や院内対応など行っている場合は救急隊

情報による繁忙状況からは把握できない。

一方、仮に搬送受け入れが続いて当該医療

機関が繁忙である状況でも医療機関によっ

ては救急搬送の受け入れを承諾する場合も

ある。データの精度を上げるにはやはり医

療機関側からの入力情報が不可欠となる。

このため、今回の調査では行政側が日に 2

回ほど直接に医療機関に電話連絡し、応需

情報をアップデートするといった努力を行

っている地域も見られた。 

課題としては救急隊によるデータ入力に関

わる作業負担増の点がある。医療機関の応

需状況については帰署後に実施することも

可能であるが、傷病者の観察データ入力は

業務活動中に行う必要があり、隊員への業

務過多も懸念される。また、医療機関、消

防庁提出データ等との重複入力が回避され

ておらず、業務の簡素化・効率化に寄与し

ていない可能性もある。 

また、これらの救急医療情報システムは県

単位で導入されており、県境近辺の救急事

案などでは県域を越えた救急医療データや

情報の共有が必要となる場合がある。また、

中山間地など通信状態が悪い場合、効果的

な情報伝達ができないことも予測される。 

一方、受け入れ要請の一斉発信システムを

導入している地域では年々、その利用頻度
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が増加しているが、本システムによる受け

入れ交渉成功率は 2 割程度と低迷している。

救急医療情報システムが既存の救急医療体

制の構造に依存しており、制約された医療

リソースの効率的利用にとどまらざるを得

ないという現実によるものであろう。 

※図１１：システムの仕様に関する比較参

照 

医師・看護師不足や医療機関の偏在など救

急医療情報システムのみでは解決できない

ものであり、これらの根本的な課題解決と

同時並行しながら、より効果的な救急医療

情報システム整備を進める必要がある。 

また、過去の調査においても、システム

の運用を管理する部門が整備されている地

域においては、救急医療情報システムが活

用されており、先の運用管理部門の整備、

機能強化の重要性が認識された。 

 

〔新たな提案〕 

広域災害・救急医療情報システム（EMIS）

との表裏一体の運用 

 救急医療情報システムの利用状況は地域

によって大きく異なり、特に医療過疎地に

おいては、医療機関を選択する余地がない、

医療機関の応需情報に信憑性がない等の理

由で、あまり使われていない。 

 また災害時に使用するために全国一律の

仕様で整備されている広域災害・救急医療

情報システム（EMIS）は、使用目的が災害

発生時に限定しているため、定期的な訓練

を実施している機関を除き使用方法の周知 

が不充分であり、災害発生時に本当に適切

に運用できるのか、危惧されるところであ

る。そのためには、広域災害・救急医療情

報システム（EMIS）との表裏一体の運用を

図ることである。 

※図１２：救急医療とＥＭＩＳのシステム

連携案参照 

これらを解決するために以下の提案をする。 

〔具体的な提案〕 

１．タブレット端末の導入 

タッチパネルのタブレット端末を導入す

る事で、システムの操作に不慣れな人でも、

簡便にシステムを操作可能となる。またタ

ブレット端末は、他にもプロトコールや搬

送基準他、業務に係る文書の閲覧等他の用

途にも幅広く活用でき、且つ携帯性にも優

れている。 

その結果、斯様な端末装置の採用は国民も

消防機関も、また医療機関においても、何

時でも何処でも誰でも利用可能なシステム

運用に資すると考える。 

2．システムの基幹仕様の標準化 

システムの基幹仕様を簡便なものに絞り込

み、汎用性を持たせる事で、イニシャルコ

ストを軽減し、予算確保が困難な地域にお

いても EMIS と日常の救急医療情報システ

ムとを表裏一体で運用することにより双方

のシステムがより利用されることが期待で

きる。 

 今年度は、新しいツールとしてその有効

性が認識されているタブレット端末の導入

を想定したプロトタイプの概要を提案する。 

都道府県ごとに共通化できる領域を抽出し、

EMISと併せて全国の標準版とする。 

３．システム基幹仕様のための共通化され

る項目と EMISとの一体運用 

共通化する具体的な領域としては、 

1①.診療科別受入可否情報（応需情報＋

搬 送履歴） 

2②.傷病者の発生場所から近い順の医療
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機関検索機能 

3③.傷病者の重症度に応じた医療機関検

索機能 

④.搬送基準に則った医療機関検索機能 5

⑤.EMIS との表裏一体の運用機能の確保

とする。[作成者8][作成者9] 

地域ごとの需要に応じた要望については、

個別整備領域とし、オプションとして付加

する。 

※図１３：システム利用イメージ案参照 

運用のイメージとしては、タブレット端末

等のタグを切替える事で、日常の救急医療

情報システムと災害発生時に使用する EMIS

とをより明確に統合運用することにより、

双方のシステムがより利用されることが期

待できる。 

※図１４：日常使用する救急医療情報シス

テムの全国標準版雛形参照 

 

〔具体的な提具体的には、タッチパネル

のタブレット端末を導入する事で、システ

ムの操作に不慣れな人でも、簡便にシステ

ムを操作可能となる。またタブレット端末

は、他にもプロトコールや搬送基準他、業

務に係る文書の閲覧等他の用途にも幅広く

活用でき、且つ携帯性にも優れている。 

その結果、斯様な端末装置の採用は国民

も消防機関も、また医療機関においても、

何時でも何処でも誰でも利用可能なシステ

ム運用に資すると考える。 

■まとめ 

医療情報は地域や各々の時相に於いて異

なると思われるが，まず全国での共通部分

を整備し、日常の救急医療情報も都道府県

境を意識せずに共有できるように改善する

ことで、地域での日常的に必要とされる汎

用部分の分別が可能なシステムの提供を可

能にすることを目指すべきと考える． 

 システム操作の利便性が向上する新しい

ツールを積極的に導入し、統合運用するこ

とにより、EMISも都道府県ごとに運用され

ている救急医療情報システムは、基幹シス

テムとして、1.国民にとっては、救急車を

利用せずに受診する医療機関情報を得るこ

とができること 2.消防機関は、傷病者の搬

送先選定において，その迅速性，適正化に

貢献できること 3.医療機関は、転院先の検

索や周辺の医療機関の繁忙状況を考慮した

受入れ判断が可能となることである．救急

医療情報システムは、限られた医療資源を

適切に分散活用されることが最も重要な役

割であり、その具現化に向けた提案である。 
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